
- 1 - 

（別紙様式４） 

平成２６年５月１日現在 

 

 

職業実践専門課程の基本情報について 
 

学  校  名  設置認可年月日  校 長 名  所   在   地 

日本分析化学専門学校 昭和５７年４月１日 重里 徳太  〒530-0043 大阪市北区天満２丁目１番８号 
 
     （電話）06-6353-0347 

 設 置 者 名  設立認可年月日  代 表 者 名  所   在   地 

学校法人重里学園 昭和５７年３月３１日 重里 國麿  〒530-0043 大阪市北区天満２丁目１番８号 
 
     （電話）06-6353-0347 

目 

的 

身の回りの製品のほとんどが有機化合物でできている。このような製品の合成や作り出された製品の 

分析ができる人材育成を目的とする。身の回りにあるものから、最先端のもの、そして医薬品や食品 

などの口に入れるもの、化粧品などの体に直接触れるもの、再生医療の素材など様々な製品の中で、 

有機合成で得られる製品を合成によって創り出し、それがデザイン通りに作られているかどうかを分 

析できる、有機合成の知識と分析の知識の両方が使える技術を修得する。 

分野 課程名 学科名 修業年限 
（昼、夜別） 

全課程の修了に
必要な総授業時
数又は総単位数 

専門士の付与 高度専門士の付与 

工業 
工業 
専門課程  

有機テクノロジ
ー学科 

２年（昼） ２１００単位時間 

（又は１１２単位） 

平成６年文部科学
大臣告示第８４号 

－ 

教育課程 

講義 演習 実験 実習 実技 

１２６０単位時間 

（８４単位） 
単位時間 

（又は単位） 
８４０単位時間 

（２８単位） 
単位時間 

（又は単位） 
単位時間 

（又は単位） 

生徒総定員 生徒実員 専任教員数 兼任教員数 総教員数 

１２０人 ８０人 ３人 ３人 ６人 

学期制度 ■前期：４月１日から９月３０日 

■後期：１０月１日から３月３１日 

  

成績評価 ■成績表（有・無） 

■成績評価の基準・方法について 

本校で行われる試験、並びに実習の成

果、学習意欲や取り組み等の履修状況

等を総合的に勘案して、学科担当講師

が行う。 

長期休み ■春  季：3月21日から4月7日 

■夏  季：8月1日から9月10日 

■冬  季：12月21日から1月7日 

 

卒業・進級条件 

 

各学年修了時において、講義科目、実

験・実習科目ごとに規定された以上

の単位を取得した上で、出席すべき授

業日数及び各講義科目時数のそれぞ

れ３分の２以上出席していること。 
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生徒指導 ■クラス担任制（有・無） 

■長期欠席者への指導等の対応 

まずは長期欠席者を出さないために、無連絡

欠席があった場合には、その日中に必ず担任

から連絡を取り、欠席の理由を確認し、学校

と保護者と連携して学生の出席を促してい

る。さらに、担任が直接ご家庭（一人暮らし

の学生については下宿先）へ出向き、学生の

気持ちを汲み取りながらも、彼らの気持ちが

登校につながるような指導を行っている。 

課外活動 ■課外活動の種類 

献血ボランティア、環境活動、各種実

験会の参加等、積極的に奨励してい

る。 

■サークル活動（有・無） 

野球、テニス、サッカー、バスケット
ボール、環境委員会、図書委員会 

就職等の状況 ■主な就職先、業界等 

環境、電子・電機、金属材料、繊維、医薬

品、化粧品、食品、バイオ、医療、臨床な

ど、あらゆる分野の研究、品質検査、品質

管理、製造などで分析化学者として従事し

ます。 

■就職率※１  88％ 

■卒業者に占める就職者の割合※２  

81.5％ 

■その他（任意） 

上記以外に大学編入学 100％ 

（平成25年度卒業者に関する平成26年5月時点の

情報） 

主な資格・検定 毒物劇物取扱責任者、化粧品製造業責

任技術者、化粧品総括製造販売責任者

（以上、卒業時全員無試験取得）、環

境計量士、公害防止管理者、危険物取

扱者、放射線取扱主任者、中級バイオ

技術者認定試験、上級バイオ技術者認

定試験、工業英語能力検定、ビジネス

能力検定 ほか 

中途退学の現状 ■中途退学者 3名  ■中退率 4.1％ 

平成25年4月 1日在学者   73名（平成25年4月入学者を含む） 

平成26年3月31日在学者   70名（平成26年3月卒業生を含む） 

■中途退学の主な理由 

経済状況の悪化、進路変更 

■中退防止のための取組 

上記の「長期欠席者への指導等の対応」に加え、定例打合会を行い、担任からクラス学生の現状をペ

ーパーと口頭にて報告することで学生の様々な情報の共有を図っている。また、退学につながるよう

な問題事象があれば、他の専任教員からの情報もここで集約され、解決すべき問題があれば、担任に

任せるのではなく、専任教員全体としてその問題解決に取り組んでいる。また、学生間、学校間での

グループウエアの導入を図り、様々な手段でのコミュニケーションを可能にしている。 

ホームページ URL:http://www.bunseki.ac.jp/ 

 

※１「大学・短期大学・高等専門学校及び専修学校卒業予定者の就職（内定）状況調査」の定義による。 

①「就職率」については、就職希望者に占める就職者の割合をいい、調査時点における就職者数を就職希望者で除したものとする。 

②「就職率」における「就職者」とは、正規の職員（１年以上の非正規の職員として就職した者を含む）として最終的に就職した者（企業等か

ら採用通知などが出された者）をいう。 

③「就職率」における「就職希望者」とは、卒業年度中に就職活動を行い、大学等卒業後速やかに就職することを希望する者をいい、卒業後の

進路として「進学」「自営業」「家事手伝い」「留年」「資格取得」などを希望する者は含まない。 

※「就職（内定）状況調査」における調査対象の抽出のための母集団となる学生等は、卒業年次に在籍している学生等としている。ただし、卒業

の見込みのない者、休学中の者、留学生、聴講生、科目等履修生、研究生及び夜間部、医学科、歯学科、獣医学科、大学院、専攻科、別科の学

生は除いている。 

 

※２「学校基本調査」の定義による。 

全卒業者数のうち就職者総数の占める割合をいう。 

「就職」とは給料，賃金，報酬その他経常的な収入を得る仕事に就くことをいう。自家・自営業に就いた者は含めるが，家事手伝い，臨時的な

仕事に就いた者は就職者とはしない（就職したが就職先が不明の者は就職者として扱う。） 
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１．教育課程の編成 

（教育課程の編成における企業等との連携に関する基本方針） 
本校のカリキュラムや到達目標が、実際の企業現場や業界団体等で求められる知識、技術と乖離がないか。また、将来に向けさ 

らに求められる知識、技術は何かを検証するために、本校校長の下に教育編成委員会を設置。年に２回、委員会を開催し、意見 

を徴集。校長はそれらの意見を参考に、教員会議における集約・審議を経て、カリキュラムの改善等に活用する。さらに、企業 

等からのアンケートについて別途実施し、本委員会において活用する。 

（教育課程編成委員会等の全委員の名簿） 

平成26年5月1日現在 

名 前 所   属 

芝野 祥久 大阪府職業能力開発協会 技能検定課長 

本多 達也 ＤＲＣ株式会社 試験部評価センター 有用試験課／品質保証室 課長 

福田 賢司 株式会社サンテクノス 取締役 

峯森 章 日東薬品工業株式会社 取締役 

山口 敬三 山桂産業株式会社 代表取締役 

松本 聡 ツーワイ合成有限会社 代表取締役 

重里 徳太 本校校長 

佐藤 智子 本校副校長 

塚本 昌己 本校専任講師 

渡邉 快記 本校専任講師 

 

（開催日時） 

第１回 平成26年9月25日 13：00～15：00 

第２回 平成27年2月  開催予定 

２．主な実習・演習等 

（実習・演習等における企業等との連携に関する基本方針） 
分析化学の技術は、それそのものが企業等の機密中枢に関わる技術だけに、入学した学生は、技術として社会で確立しているこ

とは理解できているものの、入学前に「見える仕事」として実感する機会はほとんどない。そのため、技術修得への目的意識が

習熟しづらい分野と言える。それらの解消と、さらには、最新・基本問わず各企業が重要視している知識、技術の修得を目的と

し、連携企業等の協力の下、校内および校外における実習・演習等を実施する。さらには、社会人にとって必要不可欠な人間力

や礼儀などを身に付けさせる機会としても重要な位置づけとしている。 

科 目 名 科 目 概 要 連 携 企 業 等 

有機化学 有機化学の中で基礎となる有機化合物の分類法を学ん

だ後、有機化合物の性質を決める官能基の種類と性質、

飽和・不飽和炭化水素について理解する。また、公益社

団法人大阪労働基準連合会と連携し、校外施設におい

て、分析化学業界で必要とされる有機溶剤を用いた技能

の実演習を通じて実践的かつ専門的な能力を育成する。

具体的には、有機溶剤による身体的な被害防止の指揮・

監督、また、労働安全衛生上の労働者の衛生の確保への

配慮や消防上の危険物の取扱いに関する知識や技能に

ついて学ぶ。また、これらの知識・技術の修得に関する

評価についても、同会と連携して行う。 

有機化学 

機器分析化学実験 現在、化学分析においては機器分析が多用されるため、

分析化学者として機器分析の基本が理解できることが

必要である。そこで、機器分析化学実験では、機器分析

化学Ⅰの講義で学ぶ分析装置を実際に扱い、機器の基本

操作、測定手順、試料の前処理、データ解析の実習を行

う。また、公益社団法人大阪労働基準連合会と連携し、

校外施設において、分析化学業界で必要とされる酸素欠

乏や硫化水素作業環境における作業環境での業務を行

うための技能の実演習を通じて、実践的かつ専門的な能

力を育成する。具体的には、酸素欠乏症・硫化水素中毒

及び救急蘇生法に関する知識および蘇生方法実技、酸素

欠乏、硫化水素の発生原因及び防止措置や保護具の取り

扱い、酸素濃度及び硫化水素濃度の測定実技などについ

て学ぶ。また、これらの知識・技術の修得に関する評価

公益社団法人大阪労働基準連合会 
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についても、同会と連携して行う。 

ビジネス実務Ⅰ 分析化学の技術は、それそのものが企業等の機密中枢に

関わる技術だけに、入学した学生は、技術として社会で

確立していることは理解できているものの、入学前に

「見える仕事」として実感する機会はほとんどない。そ

のため、技術修得への目的意識が習熟しづらい分野と言

える。それらの解消と、さらには、最新・基本問わず各

企業が重要視している知識、技術の修得を目的とし、連

携企業等の協力の下、校内および校外における実習・演

習等を実施する。さらには、社会人にとって必要不可欠

な人間力や礼儀などを身に付けさせる機会としても重

要な位置づけとしている。 

株式会社三洋化学研究所、株式会社住

化分析センター、株式会社二チノーサ

ービス、株式会社島津製作所、ニプロ

ファーマ株式会社 

 

３．教員の研修等 

（教員の研修等の基本方針） 
研修等は、教員に対して、現在就いている職、または将来就くことが予想される職に係る職務の遂行に必要な知識、技能等を修

得させることにより、その職務の遂行に必要な教職員の能力、資質等の向上を図ることを目的とする。 

① 化学等専門分野における技術等の実務に関する研修 

② 教員としての指導力の修得や向上に資する研修 

  なお、上記以外の詳細については、別途教員研修規程に定める。 

４．学校関係者評価 

（学校関係者評価委員会の全委員の名簿） 

   平成26年5月1日現在 

名 前 所   属 

芝野 祥久 分野代表・大阪府職業能力開発協会 技能検定課長 

大原 一浩 高校代表・大阪府立成美高等学校 教諭 

内田 敬 企業代表・交洋ファインケミカル株式会社 総務部課長 

石原 和恵 本校在校生保護者 

井上 明典 本校卒業生・アクア環境株式会社 環境技術部部長 

  

（学校関係者評価結果の公表方法） 

URL:http://www.bunseki.ac.jp/ 

５．情報提供 

（情報提供の方法） 

URL: http://www.bunseki.ac.jp/ 
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